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世帯構造の変化と家族による共助の弱体化＊ 
～非婚化・晩婚化・同類婚と所得格差拡大～ 

 

児玉 直美＊＊ 

 

＜要旨＞ 

日本では、世帯構造の変化によって、等価所得格差は拡大している。年代別に所得格差

変化とその要因を見ると、高齢者世帯では、三世代同居の激減と長寿化が相まって単身世

帯が増加し、等価所得は減少し、等価所得格差は広がっている。一方、働く世代において

も、晩婚化、特に低所得男性で顕著な非婚化、それに伴う単身世帯比率の上昇に加え、パ

ワーカップル／ウィークカップルに代表される同類婚の増加によって所得格差は拡大して

いる。その結果、かつては平等化装置として機能していた結婚が、現在では逆に格差拡大

の機能を持つようになってきたことが明らかになった。このように、単身世帯や同類婚増

加のため、働く世代でも、高齢世帯でも、家族による共助を期待できなくなっている。 
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Changes in Household Structure and Weakening of Mutual Assistance  

by Families:  
Progress of Unmarried, Postponement of Marriage,  

Assortative Mating and Income Inequality 
 

By Naomi KODAMA 

 

Abstract 

 

In Japan, the equivalent income gap is widening due to changes in household structure. On one 

hand, the rapid decline in the number of three-generation households living together and the increas-

ing longevity leads to the increase in the number of single-person households among elderly house-

holds, as a result, the equivalent income disparity is widening. On the other hand, even in the working 

generation, the income inequality in households is widening due to the rise in the late marriage and 

non-marriage, particularly among low-income men, as well as the increase in assortative mating like 

power couples and weak couples. Our results show that marriage, which once functioned as an equal-

ization device, now has the opposite function of widening inequality. The increase in single-person 

households and assortative mating no longer fail to expect mutual assistance from families, even in 

working-age households and in elderly households. 
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１．はじめに 

所得格差・賃金格差は、経済学、社会学分野で注目を集め続けているテーマであり、多

くの研究が蓄積されている（Atkinson 2014; Stiglitz 2012; Piketty 2014）。所得格差・賃金格

差が拡大しているのか、縮小しているのかという動向だけでなく、何が所得格差に影響を

与えるかについても大きな関心が払われている（Song et al. 2018; Autor et al. 2017; Weil 2014; 

Tomaskovic-Devey et al. 2020）。 

OECD（2011）は、家計レベルの所得不平等度を規定する要因は５つあると述べている。

労働市場要因３つと人口属性要因２つである。労働市場要因として挙げられているのは、

（１）男性の所得格差拡大、（２）男性の就業率、（３）女性の就業率、人口属性要因として挙げ

られているのが、（４）同類婚と（５）家庭構造変化である。OECD（2011）は、（１）男性の所得

格差拡大は、家計所得格差に最も大きな影響を及ぼしており、全体の 1/3～1/2 が説明でき

る、（２）次に大きな影響を及ぼしているのが女性の就業率上昇で、これによって格差はむ

しろ縮小している、（３）三番目の要因は、人口属性要因であり、同類婚の進展と一人親増加

は格差拡大に寄与しているが、その影響の大きさは限定的であると、OECD（2011）は述べ

ている。 

本稿では、1980 年代から直近までのデータを用いて、個人所得、家計所得の格差の動向

について確認し、その格差を生み出す要因について見ていく。OECD（2011）の５要因の中

でも、特に、個人所得、家計所得の両方が推計できるメリットを活かし、特に、（５）家庭構

造変化と（４）同類婚に焦点を当てたい。日本における家計所得格差を拡大した原因となっ

ている家族の形の変容―具体的には、働く世代の非婚化・晩婚化、同類婚、夫の収入と女

性の就業率の相関と、高齢世帯の単身比率、三世代同居―の現状を明らかにしていく。本

稿の大きな特徴は、５年に１回実施される就業構造基本調査データを使って、1982 年から

2017 年の 35 年間に亘る世帯構成の構造変化を追跡したことである。大規模調査である利

点を活かして、調査時点に 25 歳、35 歳、45 歳、55 歳、65 歳、75 歳の男性・女性それぞ

れについて、格差、所得、結婚、就業、同類婚の状況変化を追った。 

その結果、いずれの世代においても単身世帯が増えて、家族の共助が弱まっているとい

う事実が明らかになった。高齢者世帯では、三世代同居の激減と長寿化が相まって単身世

帯が増加している。一方、働く世代においても、晩婚化、特に低所得男性で顕著な非婚化、

それに伴う単身世帯比率の上昇に加え、パワーカップル／ウィークカップルに代表される

同類婚の増加によって所得格差は拡大している。その結果、ダグラス＝有沢の法則（高所

得の夫を持つ妻の就業率は低く、低所得の夫を持つ妻の就業率は高い）で知られるように、

かつては平等化装置として機能していた結婚が、現在では逆に格差拡大の機能を持つよう

になってきたことが明らかになった。20 歳代、30 歳代でこの傾向は著しいが、この動向

が、構造的な変化か、氷河期世代特有の一時的な問題かどうかは現時点では明確に結論づ

けられない。 
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本稿の構成は以下の通りである。第２章では、日本や欧米諸国における結婚や夫婦の組

合せに関する現状及び先行研究をレビューする。第３章では、非婚化・晩婚化、同類婚の

理論的・社会的背景について説明し、第４章では、データを分析することにより日本の現

状を明らかにする。第５章で全体を締め括る。 

 

２．世帯構造の変化に関する現状及び先行研究 

2.1 非婚化・晩婚化 
男性の 50 歳時未婚率（生涯未婚率）が、2015 年に 23.4%に達した（国立社会保障・人口

問題研究所）。女性のそれも 14.1%である。1970 年には、生涯未婚率は男性 1.7%、女性 3.3%

であった。わずか 45 年間で、男性の 50 歳時未婚率は 14 倍、女性は 4 倍超になった。OECD

のデータによると、日本の婚姻率は、1970 年には、人口 1000 人当たり 10.0 件であったが、

1995 年には 6.4 件、2016 年には 5.0 件に減少した。 

近年の婚姻率下降は日本だけの現象ではない。人口 1000 人当たり婚姻率は、英国では、

1970 年の 8.5 件から 2016 年には 4.4 件、ドイツでも 1970 年の 7.4 件から 2016 年には 5.0

件と、日本ほどではないが、下降している。米国は、OECD 諸国内では婚姻率が最も高い

国の１つであるが、1970 年に比べると下がっている（10.6 件から 6.9 件）。Greenwood et al. 

(2016) によると、1970 年代から 2000 年代にかけて、米国の、特に非大卒女性の婚姻率は

大幅に下がり、また、離婚率が上昇した。結果として、女性の既婚率は 1970 年から 2016

年にかけて 15%ポイント程度低下した1。婚姻率の低下は、人口の高齢化、晩婚化、非婚化、

離婚の増加の複合原因によって引き起こされ、OECD のほぼ全ての国で婚姻率が低下して

いる。その中でも、日本は最も急激に婚姻率が低下した国の１つである。 

 OECD 諸国の共通傾向として、婚姻率の低下だけでなく、晩婚化も進んでいる。日本で

も、男女ともに結婚年齢が上がっており、1990 年には男性 28.4 歳、女性 25.9 歳であった

初婚年齢は、2016 年には、男性 31.1 歳、女性 29.4 歳に上昇した。それでもなお、スウェ

ーデン（男性初婚年齢 36.5 歳、女性 33.8 歳）、フランス（男性 34.4 歳、女性 32.2 歳）、イ

ギリス（男性 33.2 歳、女性 31.2 歳）、ドイツ（男性 33.8 歳、女性 31.1 歳）に比べると、

OECD 諸国内では初婚年齢が低い方に属し、その進展度合いもむしろ小さい方である2。 

 

2.2 同類婚 
誰と結婚するのかについては、日本のみならず、欧米各国でも関心が持たれている。学

歴面の同類婚、あるいは、妻と夫の学歴の相関関係についての研究としては、Carbone and 

Cahn（2014）、Chiappori et al.（2017）、Eika et al.（2019）等が挙げられる。 

                                                        
1 既婚率（15 歳以上の非未婚者に占める割合）。 
2 フランスやスウェーデンは同棲率が高い。それらの国で同棲が多い理由は、同棲を法的に保護する制度

があるためと言われている（例えば、フランスのパクス、スウェーデンのサムボ）。婚姻率と同棲率を足

すと、欧米と日本では大きな差はない。 
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所得面の同類婚について、日本において、同類婚が増加したかどうかについての議論は

割れている。パワーカップルが増加している（小原 2001; 橘木・迫田 2013）、高所得夫婦

が増加している傾向は明瞭には見られない（安部・大石 2006）という指摘がある。さらに、

パネルデータによる分析では、妻の勤労所得が世帯間の所得格差を縮小させるという文献

も見られる（樋口他（2017））。所得面での同類婚を見る際には、結婚前には高所得者同士、

低所得者同士であったとしても、出産、育児の過程で、妻が離職したり、パートタイム労

働者に転じたり、フルタイムに復帰したりするといった変化があるため、「どの時点の」所

得で検証しているかに留意すべきである。 

OECD（2011）によると、OECD 諸国では、過去 20 年間で、収入が似たものカップルが

増えた3。その傾向は、特に、英語圏、ルクセンブルグ、ポーランド、ノルウェー、スウェ

ーデンで顕著である。Milanovic（2019）も、近年の文献をレビューし、学歴や所得の似た

もの同士婚が増えていると述べている。 

同類婚の増加が所得格差にどのような影響を及ぼしたかについて、OECD（2011）、Eika 

et al.（2019）が分析を行っている。OECD（2011）は、1987-2004 年のカナダでは、同類婚

の進展は格差拡大の一因となったと述べている4。Eika et al.（2019）は、デンマーク、ドイ

ツ、ノルウェー、英国、米国の５カ国データを用いて、学歴面の同類婚の進展度と、その

所得格差への効果を検証した。彼らは、クロスカントリーデータの分析では、同類婚の効

果は無視できるほど小さいが、時系列データ分析では同類婚の変化は所得格差トレンドと

ほぼ同じように動いていることを明らかにした。このように、多くの国では同類婚は増加

し、同類婚が世帯所得格差を拡大したことを示す既存研究はある。このように、先進各国

において、同類婚が増えていること、同類婚が世帯格差を拡大させる方向に働くことにつ

いては、ほぼコンセンサスが得られていると総括できる。 

 

2.3 夫の収入と女性の就業率 
 働く女性が増えている。労働力調査によると、2018 年の 15 歳～64 歳の労働力率は、男

性が 86.2%に対し、女性は 71.3%となっている。2008 年には、男性の労働力率は 85.2%で、

この 10 年間ほぼ横這いであるのに、女性の労働力率は 62.3%から 10%近く上昇している。

この女性の労働力率上昇の大きな要因は、M 字カーブと呼ばれる子育て世代の女性の労働

力率が、かつては大きく落ち込んでいた状態から徐々に解消されていることである。 

M 字カーブの底に当たる 30 歳代前半女性の労働力率は、1970 年代には 50%を切ってい

たが、1980 年代から上がり始め、直近では 80%近くに達している。この年代の女性の労働

力率上昇の要因は、１つには非婚化・晩婚化、もう１つの理由は、既婚女性の労働市場へ

の参加率が高まっていることであると言われている。筒井（2014）は、女性の就業率上昇

は、1990 年代は女性の非婚化・晩婚化による就業継続によって、2000 年代では主に有配偶

                                                        
3 Annex Fig 5. A1.1。この分析には日本は含まれていない。 
4 OECD（2011）は、格差拡大の最も大きな要因は男性の所得格差拡大であると述べている。 
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女性の非正規雇用への就業によって説明できると述べている。 

 結婚・出産退職が当たり前だった時代、女性は、結婚や出産を機に仕事を辞め、子育て

中は専業主婦、子育てが一段落するとパートなど非正規で労働市場に戻るというライフス

タイルが一般的であった。その時代には、夫の収入が低い妻ほど早く労働市場に戻る傾向

があった。この「夫の収入が高いほど妻の就業率が下がる」という経験則は、「ダグラス＝

有沢の法則」と呼ばれる。ダグラス＝有沢の法則が、かつての日本で、強固に観測された

ことについて、多くの既存研究で意見の一致が見られている。しかし、近年の夫の収入と

妻の就業率の相関関係は、弱まったという主張がある（大竹 2000; 小原 2001; 大石 2017）。

一方で、現在でもダグラス・有沢の法則は成り立っている（多田 2015）、あるいは、両者

の関係はむしろ強まっている（長町・勇上 2015）という文献も見られる。米国の最近の研

究では、かつては、中程度の学歴を持つ女性の方が、低学歴女性や高学歴女性より婚姻率

が高かったが、近年、学歴と婚姻率が正の相関を持つようになっていることが明らかにな

っている（Cornelson and Siow 2016）5。 

 

2.4 世帯サイズ 
 OECD（2011）によると、OECD31 か国の 2000 年代半ばの平均世帯人数は 2.63 人で、

1980 年代に比べて 2000 年代には若干、平均的な世帯サイズが小さくなっている。日本の

2000 年代の平均世帯人数は 2.71 人で OECD 平均より多いが、1980 年代は 3 人を超えてい

たので 20 年間で世帯サイズは小さくなっている。他の国を見ると、アジア（中国、韓国）、

南欧（スペイン、ギリシャ）は日本より平均世帯サイズは大きく、北米（米国、カナダ）、

西欧（フランス、イギリス、ドイツ）、北欧（ノルウェー、フィンランド、スウェーデン）

は日本より世帯サイズは小さい国が多い。OECD（2011）によると、アメリカ、フランス、

ドイツなどでは、1980 年代より 2000 年代で若干世帯サイズは小さくなっているがそれほ

ど大きく変化していない一方、メキシコ、イギリス、日本ではこの 1980 年代から 2000 年

代にかけてかなり世帯サイズが小さくなっている。また、Jacobzone（1999）によると、1970-

96 年には、日本は、OECD 諸国の中で最も一人暮らし老人比率が低い国であった。が、そ

の分析期間内でも、一人暮らし老人比率は徐々に上昇していた。後の分析の章でも見るよ

うに、日本では、かつては独居老人は少なく、その代わりに、三世代同居が多かった。 

 三世代同居には大きく２つのタイプがある。子どもを持つ二人親がその親と同居するケ

ースと、子どもを持つ一人親がその親と同居するケースである。Brandon（2012）は、二人

親と一人親では、三世代同居する背景が違うと述べている。二人親の場合は、夫の学歴が

高く、子どもが多く、子どもの年齢が高いほど三世代同居（祖父母、親、子ども）する可

能性は高い。一方、シングルマザーの場合は、母親の学歴が高く、収入が多く、働く時間

                                                        
5 米国において、収入ではなく、学歴と婚姻率の分析が多い理由は、１つには、学歴情報の方が得やすい

こと、もう１つには、米国における学歴による年収格差は非常に大きいため学歴が年収の代理変数になっ

ていることである。因みに、Cornelson and Siow（2016）によると、2012 年の高卒男性の年収は$25,954 に

対し、大卒男性の年収は$39,621 と、約 1.5 倍である。 
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が長く、子どもが多い場合に三世代同居する確率は高くなる。 

 米国では三世代同居が増えている（Pilkauskas and Cross, 2018）。その理由は３つある：（１）

一人親が増加し、シングルマザー、シングルファーザーは親と同居することが多い、（２）米

国では非白人比率が増加しており、非白人は親と同居することが多いため、結果として親

と同居する世帯比率が増加している、（３）三世代同居をする親は社会保険を受給している

ことが多く、子ども世代の収入が少ない世帯で、実質的に、親世代の社会保険で孫世代を

養っている（Pilkauskas and Cross, 2018）。 

 過去 40 年間、日本では三世代同居が減少し続けたが、他の国では必ずしも同じ現象が起

きているわけではない。今後、日本でも、シングルペアレントが増え、親世代の収入が少

なくなっていく可能性は高く、アメリカのように、祖父母世代との同居が増えていく可能

性も考えられる。 

 

３．理論的・社会的背景 

3.1 非婚化・晩婚化の進展 
 なぜ、人は結婚するのか。経済学のモデルでは、人が結婚するのは、何らかの理由によ

って、結婚によって得られる効用が独身より大きいからと説明する。Becker（1973, 1974）

は、人々が結婚する理由を、家庭内分業で説明した。つまり、夫婦の片方が市場生産で比

較優位を持っており、もう片方が家庭内生産で比較優位を持っている場合、それぞれが、

市場生産、家庭内生産の生産性を上げる人的資本投資に集中することで、家計全体の生産

性をより効率的に最適化できる。しかし、この Becker モデルは、市場賃金が男女で異なる

場合でしか適用できない（Mansour and McKinnish 2018a）。家庭内生産の技術変化や男女賃

金格差の縮小によって、この結婚に伴う家庭内分業によって得られる実益は小さくなる。 

最近のように、Becker モデルが適用できないケースでも、joint consumption モデルや

shared leisureモデルは、人々が結婚する理由を説明する。joint consumptionモデルによると、

夫婦に共通の公共物がある場合（例えば、子どもを育てる、花を愛でる）、片方がその世話

をし、もう片方が市場生産を行うことは合理性がある（Lam 1988）。一方、shared leisure モ

デルは、家庭内分業をしない夫婦であっても、共通の趣味を楽しむことでお互いの効用を

上げるというモデルである。Mansour and McKinnish（2014）は、家庭内分業の少ない夫婦

ほど、より多くの時間をともに過ごすことを明らかにした。 

第２章で見たように、日本のみならず先進各国で晩婚化も進んでいる。晩婚化の原因に

ついては、Loughran（2002）、Goldin and Katz（2002）が議論している。Loughran（2002）

によると、男性の賃金格差が拡大すると、女性は男性が高収入を得られるかどうかを見極

めるために時間が必要になり、女性の結婚年齢が高まる。Goldin and Katz（2002）は、米国

で、1960～70 年代に、ピルが普及すると、女性はキャリアを追求するために結婚時期を遅

らせるようになったことを示した。また、彼らは、結婚時期が遅れることが、同類婚を増
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やすとも述べている。 

3.2 同類婚の増加 
さて、人が結婚することになった場合、次に、誰と結婚するかが問題になる。人には、

結婚相手を選ぶ際の「好み」がある。例えば、年齢、年収、学歴、容姿、体重、リスク選

好、欲しい子ども数、喫煙者か否かなどによって、結婚相手を選ぶ（Chiappori et al. 2012; 

Chiappori et al. 2017; Fisman et al. 2006）。しかし、経済モデルは、結婚相手の予測に必ずし

も成功していない。それは、モデルでは、摩擦や情報の非対称性がないというような非現

実的な強い仮定を置くため現実と異なることや、好みは１次元でないためである。 

次に、同類婚と学歴、所得、及び、所得格差の関係について議論する。家計の所得格差

と結婚については、日本では専ら、夫婦の組み合わせ（例えば、高学歴男性と低学歴女性

vs 高学歴男性と高学歴女性）が家計所得格差にどのような影響を与えるかが議論されてい

るが、最近では、経済的格差が結婚（確率）に与える影響も議論されている。Schwartz（2013）、

Autor（2014）、Carbone and Cahn（2014）は、経済的格差が大きくなると、同類婚が増える

傾向があると述べている。その理由は、経済的格差が大きな（あるいは、拡大する）社会で

は、高学歴、高収入の個人が、低学歴、低収入の配偶者と結婚するコストが高い（増大する）

ことで、理論的には説明できる（Fernández et al. 2005; Schwartz 2013）。しかし、実証的には、

賃金格差は、既婚率の大きな落ち込みを定性的には説明できるが、定量的にはほんの一部し

か説明できていない（Cornelson and Siow 2016; Gould and Paserman 2003）。 

Goldin and Katz（2002）は、米国における 1960～70 年代のピルの普及が、女性の結婚と

人的資本投資に対する姿勢を変化させたと述べている。人的資本投資が増えた結果、女性

は労働市場で能力を発揮し、高収入を得ることができるようになり、その結果、能力の高

い男性にとって、高学歴女性がより魅力的になった。高学歴女性が競争力を持つようにな

ったため、同類婚がより強化された（Carbone and Cahn 2014）。また、同じ大学、職業のカ

ップルが多い理由として、Mansour and McKinnish（2018b）は、好みよりもサーチ・コスト

で説明できると述べている。近年、米国では、女性の高学歴化が進んでいることと相まっ

て、学歴面の同類婚が増えている。Eika et al.（2019）によると、米国だけでなく、デンマ

ーク、ドイツ、英国、ノルウェーでも学歴面の同類婚の傾向が強まっている。 

経済的格差と同類婚に正の相関があったとしても、その因果関係は必ずしも特定できて

いるわけではない。経済格差のレベルの高さやその拡大が、同類婚に影響を与えるのでは

なく、むしろ、所得や学歴が高い人同士、低い人同士で結婚することによって、家計レベ

ルの経済格差がより広がるというメカニズムの方がより説得的かもしれない。Eika et al.

（2019）は、米国、デンマーク、ドイツ、英国、ノルウェーいずれの国においても、学歴

面での同類婚の正の相関関係は確認できるが、大卒ではその相関は徐々に弱まっており、

高卒ではその相関は強まっていることを明らかにしている。米国に関しては、1940～1980

年代までは、学歴面の同類婚傾向はトータルでは強まっていたが、その後はほとんど変化
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していない。経済格差の拡大は、同類婚が増加したからというより、むしろ、男女学歴格

差が縮小し、教育のリターンが高まったことによると、彼らは述べている。経済格差の拡

大について、Greenwood et al.（2014）は、経済的格差と同類婚の正の相関が強化されたた

めではなく、どちらかと言うと、単身世帯の増加が家計レベルの経済格差の拡大により大

きな影響を与えていると述べている。 

 

４．分析結果 

4.1 データ 
 分析に使ったデータは、1982 年から 2017 年の就業構造基本調査である。就業構造基本

調査は、５年に１回、総務省統計局が行う統計調査で、各回、約 100 万人が調査対象であ

る大規模な繰り返しクロスセクション・データである。本稿では、調査時点に 25 歳、35

歳、45 歳、55 歳、65 歳、75 歳の男性・女性それぞれについて、最近 35 年の格差、所得、

結婚、就業、同類婚の状況変化を追った。その際、家計レベルの所得格差についても議論

するために、単身者、収入のない男女も視野に入れる。収入の平均値を算出する時に、無

職者の収入はゼロとして扱った。 

 以下の分析における個人収入は、ふだん仕事をしている人の「主な仕事からの１年間の

収入または収益（税込み）」である。年金は、仕事からの収入には含まれない。自家営業の

手伝いは自営業主の家族で事業を無給で手伝っているため収入はゼロ、給料・賃金をもら

っている場合は家族であっても「雇われている人」扱いとなり、収入に計上される。ふだ

ん仕事をしていない人の収入は、元データでは欠損値になっているためゼロに置換して処

理した。収入は階層値であるため、各階層の中央値（トップコードの場合には下限値）に

置き換え、消費者物価指数で実質化した年収を算出した。就業構造基本統計調査における

世帯所得は、世帯全体として通常得ている収入（税込み）である。世帯収入は、仕事から

の収入だけでなく、経常的に得られる収入（年金、恩給など）も含まれるが、相続金、退

職金など臨時収入や、家屋・証券など財産を売却した場合の収入は含まない。世帯収入を

世帯員数の平方根で除し、等価所得に換算した後、CPI で実質化した数値を、以下では等

価所得と呼ぶ。 

 夫婦の組み合わせは以下のように定義した。同じ家族内の「世帯主」と「世帯主の配偶

者」、同じ家族内の「子」と「子の配偶者」6、「父母」と「父母の配偶者」は同じ家族内に男

女の「父母」と「父母の配偶者」の組み合わせがあり共に有配偶と回答した場合に夫婦と

見なし、相手の年齢、学歴、所得を配偶者の年齢、学歴、所得とした。 

 以下の集計において、年齢別、性別の集計を行っているが、１つのセルに 300 以上のサ

ンプルが存在する場合のみ表示している。 

                                                        
6 1982 年のみ、「子」と「子の配偶者」は同じコードが付いているため、家族内に男女の「子又は子の配

偶者」の組み合わせがあり共に有配偶と回答した場合に夫婦と見なした。 
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4.2 家族の形の変容 
4.2.1 非婚化・晩婚化 

図表１は、横軸が調査年、縦軸が婚姻率である。1982 年から 2017 年の間に全年齢、男

女計の婚姻率は 66%から 58%に低下した（Panel A）。これは、若い世代の非婚化、晩婚化

や離婚の増加、長寿化に伴う配偶者との死別などの影響が考えられる。 

そこで、性別、年齢別に婚姻率を見てみることにする。Panel B が男性、Panel A が女性

の婚姻率である。男女ともに、50 歳代以下の世代では婚姻率が低下している。1982 年に比

べて、2017 年の女性の 25 歳時婚姻率は急降下している。1982 年には半数程度の 25 歳女

性が結婚していたが、2017 年にはその比率は 20%に満たない。また、35 歳時婚姻率は男女

とも 20～30%低下した。また、引退後世代の男性の婚姻率はあまり大きな変化がないが、

女性ではその比率が急速に上昇している。男性の平均寿命は女性より短く、かつては、男

性の年齢が高いカップルが多く見られた。後で見るように、男女のカップルの年齢差が縮

小し、また、寿命が延びたため、75 歳時点での女性の有配偶率が高まったためであると推

測される。 

 

図表１．婚姻率の推移 

 

 
（備考） 
1．就業構造基本統計調査より筆者作成。 
2．Panel A は、25 歳、35 歳、45 歳、55 歳、65 歳、75 歳男女のサンプルから算出した。 
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 ここでは、更に、働く世代の中でも特に婚姻率が下がっているのがどのような人なのか

を深堀りする。図表２は、1982 年、2002 年、2017 年それぞれについて、上から順番に、

25 歳、35 歳、45 歳、55 歳、65 歳、75 歳、Panel A は男性、Panel B は女性の婚姻率を示す。

25 歳では男女とも婚姻率が 20%を割っているので、主として、35 歳、45 歳、55 歳の男女

について、所得別の婚姻率を論じる。男性は、1982 年には所得による婚姻率の違いはそれ

ほど大きくなかったが、2017 年にはその差は顕著になった。例えば、45 歳男性は、1982 年

には年間所得が 200 万円でも 800 万円でも婚姻率は 90%程度であったが、2017 年には年間

所得 200 万円以下では婚姻率は 40%程度、700 万円では 80%を超える。この 40 年の間に、

単身男性は増加しているが、それは低所得男性の婚姻率が急速に低下したこと、また低所

得者の比率が上昇したことに起因していると考えられる。一方、女性は、因果関係は逆で

ある可能性は高いが、30 歳代、40 歳代、50 歳代の全ての年で、年収 100 万円以下の低所

得者の方が婚姻率が高いという特徴が見られる。専業主婦や第３号被保険者として就労調

整をしながら働く層を捉えていると考えられる。所得ゼロの完全なる専業主婦の婚姻率は

いずれの年齢層でも 10%程度低下し、100 万円前後の層の婚姻率はほとんど変わらないが、

300 万円より所得の多い層では婚姻率は下がっている。このように、婚姻率の低下は、低

所得男性と高所得女性によって加速されているようである。 

 

図表２．収入と婚姻率の変化（年齢別，男女別） 
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Panel A.男性・年齢別 Panel B.女性・年齢別 

 

 

 
（備考）就業構造基本統計調査より筆者作成。 
 
4.2.2 単身世帯、三世代同居 

 非婚化、晩婚化に伴い、単身世帯の比率も増加している。図表３の Panel A は単身世帯

比率、Panel B は三世代同居率を示す。上段は全年齢・男女計、中段は男性、下段は女性で

ある。全年齢、男女計の単身世帯比率は 1982 年には 8%程度であったが、2017 年には 18%
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の比率は 30%近くに達している。一般的に、女性は男性より長寿であり、また、後で見る

ように、この年代の女性は、平均的に 0～6 歳年上の夫を持っていることが多いため、単身

高齢男性より単身高齢女性が多い理由であると考えられる。 

 

図表３．単身世帯比率、三世代同居率の変化（年齢別，男女別） 

 

 

 
（備考） 
1．就業構造基本統計調査より筆者作成。 
2．25 歳、35 歳、45 歳、55 歳、65 歳、75 歳男女のサンプルから算出した。 
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 単身高齢女性増加の要因としてもう１つ挙げられるのは、三世代同居の減少である。全

年齢、男女計の三世代同居率は 1982 年には 20%程度であったが、2017 年には 7 %まで低

下した。1982 年には 75 歳男性の 40%程度、75 歳女性の 50%近くが三世代同居していたが、

2017 年にはその比率は 10%程度にまで激減している。 

 このように、働く世代でも、高齢世帯でも、単身世帯が増え、三世代同居が減ったため、

家族による共助を期待できなくなっている。 

 

4.3 同類婚 
 図表 4 は、1982 年、2017 年の 25 歳、35 歳、45 歳、55 歳、65 歳、75 歳の夫婦の年収差

である。Panel A は男性、Panel B は女性、横軸は、本人の年収から配偶者の年収を引いた

金額（万円）、縦軸は、縦軸は性別・年齢別の人口に対する比率である。単身者はこの集計

には含まず、無職の場合は収入ゼロとして計上されている。 

 

図表４．1982年、2017年の年収差分布 
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（備考）就業構造基本統計調査より筆者作成。 

Panel A.男性・年齢別 Panel B.女性・年齢別

③45歳 ③45歳
 

  
  

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

        

  
   

   

           
                     

                                                       

 
  

  

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

        

  
   

   

           
                     

                                                       

④55歳 ④55歳

 
  

  

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

        

  
   

   

           
                     

                                                       

 
  

  

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

        

  
   

   

           
                     

                                                       

⑤65歳 ⑤65歳

 
  

  
  

  

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

        

  
   

   

           
                     

                                                       

 
  

  
  

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

        

  
   

   

           
                     

                                                       

⑥75歳 ⑥75歳

 
  

  
  

  

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

        

  
   

   

           
                     

                                                       

 
  

  
  

  

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

   
     

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

 
   

  
                              
 

        

  
   

   

           
                     

                                                       



『経済分析』第 205 号 

- 20 - 

 20 歳代から 40 歳代の夫婦の所得差の分布は 1982 年には、夫から妻の所得を引いた所得

差が 300～400 万円の辺りにピークがある単峰型の分布であったが、2017 年には、分布の

ピークは低くなり、裾野が広がった。これは、2000 年代に入って、男性の所得が停滞した

こと、男性でも非正規雇用の労働者が増えたこと、女性の労働力率が上昇したことなどに

よって、夫婦の所得差が大きいカップルも小さいカップルも存在するようになったことが

要因と思われる。また、近年、パワーカップル／ウィークカップルといった所得面での同

類婚が増えていることも、この結果の一因となっている可能性はある。 

 

4.4 夫の収入と女性の就業率 
日本では、夫の収入が上がるにつれて妻の就業率が下がるという関係（ダグラス＝有沢

の法則）が指摘されてきた。35 歳、45 歳、55 歳の男性の配偶者が就業している確率を、

1982 年、2002 年、2017 年で比較したのが以下の図表５である。横軸は夫の年収（万円）、

縦軸は妻の就業率である。この図は、結婚しているカップルのみのデータを使って描いて

いる。 

 

図表５．1982年、2002年、2017年の夫の年収と妻の就業率の関係 

 

 
（備考）就業構造基本統計調査より筆者作成。 
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この図からは、夫の年収が同じであれば、妻の就業率はいずれの年齢層でも上がってい

ることが分かる。また、いずれの年、いずれの年齢でも、ダグラス＝有沢の法則、夫の年

収が多い方が妻の就業率は低いという相関関係が明確に見られる。また、その相関は、依

然として明瞭である。 

 

4.5 個人所得格差 
 次に、未婚・既婚を含めた男女の個人所得を見ていこう（図表６）。所得は労働所得（税

込み）の実質値であり、無職の個人は所得ゼロとして集計に加えている。Panel A が全年齢・

男女計の所得、Panel B が男性、Panel C が女性である。全年齢、男女計の平均個人所得（実

質）は、1982 年から 1997 年にかけて 190 万円から 230 万円に上昇したが、その後、20 年

間減少し続け、2017 年には 200 万円程度になっている。男性の年齢別平均個人所得は、40

歳代、50 歳代がほぼ同程度で最も高く、次いで、30 歳代、20 歳代が続く。60 歳代以降の

再雇用の増加により、60 歳代の平均所得はいくらか増加している。30 歳代から 50 歳代男

性については、1990 年代以降、長引く不況による賃金停滞や非正規労働者の増加などの要

因によって若干平均所得は減少している。一方、女性は、20 歳代から 50 歳代の平均所得

が、1990 年代後半以降、増加傾向である。これは、女性の就業率上昇、女性の賃金上昇な

どによると考えられる。 

 図表７は Gini 係数の推移の推移である7。Panel A が全年齢・男女計の所得、Panel B が男

性、Panel C が女性である。Gini、CV など格差指標によると、全年齢、男女計では 1980 年

代からほぼ一貫して個人所得格差は拡大したが、2000 年代に入ってからは横ばい傾向であ

る。男性の 20 歳代から 50 歳代の所得格差は元々小さく、変動もそれほど大きくないが、

1990 年代以降、わずかに増加しているように見える。それに対して、女性の 30 歳代から

50 歳代の所得格差は男性よりは大きいもののほぼ横ばい、ないしは、減少傾向である。 

 

図表６．個人所得の推移 

 

                                                        
7 Gini 係数の代わりに、変動係数（CV）を使ってもほぼ同様の示唆が得られる。 

Panel A.男女・全年齢計
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（備考） 
1．就業構造基本統計調査より筆者作成。 
2．Panel A は、25 歳、35 歳、45 歳、55 歳、65 歳、75 歳男女のサンプルから算出した。 
 

図表７．個人所得の Gini係数推移 

 

 
（備考） 
1．就業構造基本統計調査より筆者作成。 
2．Panel A は、25 歳、35 歳、45 歳、55 歳、65 歳、75 歳男女のサンプルから算出した。 
 

Panel B.男性・年齢別 Panel C.女性・年齢別
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4.6 等価所得格差 
 この節では、等価所得データを使って、所得の変化と格差について考察したい。図表８

によると、平均等価所得（実質）は、1982 年には 300 万円程度であったが、1997 年には

400 万円まで上昇し、その後、低下し、2017 年には 360 万円程度になっている。年齢別、

性別に見ると、1980 年代から 1990 年代前半にかけては、いずれの年齢層でも、男女とも

家計所得は上昇した。その後は、働く世代ではほぼ横ばい、高齢世帯では減少傾向である。

これは、単身世帯の増加や三世代同居減少などが要因と思われる。 

 図表９は Gini 係数の推移である8。Panel A が全年齢・男女計の所得、Panel B が男性、

Panel C が女性である。Gini や CV といった格差指標によると、全年齢、男女計では、1980

年代から 1990 年代にかけて所得格差は縮小したが、1990 年代以降、拡大している。特に、

50 歳代で格差拡大が著しい。年齢別、性別に見ると、2000 年以降、男女とも働く世代で等

価所得格差は拡大し、また、60 歳代の男性世帯の格差拡大も大きい。これは、高齢者雇用

の進展などで 60 歳以降も働く世帯と働かない世帯で所得の格差が生じている可能性が指

摘できる。 

 

図表８．等価所得の推移 

 

 
（備考） 
1．就業構造基本統計調査より筆者作成。 
2．Panel A は、25 歳、35 歳、45 歳、55 歳、65 歳、75 歳男女のサンプルから算出した。 
                                                        
8 Gini 係数の代わりに、変動係数（CV）を使ってもほぼ同様の示唆が得られる。 
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図表９．等価所得の Gini係数推移 

 

 
（備考） 
1．就業構造基本統計調査より筆者作成。 
2．Panel A は、25 歳、35 歳、45 歳、55 歳、65 歳、75 歳男女のサンプルから算出した。 
 

男性については、各年代とも、個人所得格差、等価所得格差とも 1990 年代に一度下がっ

てその後拡大している。働く世代の個人所得格差の拡大は、非正規雇用増加や失業率上昇

に起因していると考えられる。等価所得格差拡大は、所得の低い男性の非婚化進展や、パ

ワーカップル／ウィークカップルの増加が関係しているのかもしれない。一方、女性は、

働く世代の個人所得格差は縮小傾向であるが、等価所得格差は拡大している。この分析で

は、無職の個人所得はゼロとして集計に加えているため、個人所得格差の縮小の要因とし

ては、専業主婦の減少が挙げられるだろう。等価所得拡大は、パワーカップル／ウィーク

カップルの増加や、子どものいる世帯ほど女性が非正規になる効果も含まれる。かつて、

夫の収入が上がるにつれて妻の就業率が下がることで、家計総所得が平準化されていた。

しかし、かつては平等化装置として機能していた結婚が、現在では逆に格差拡大の機能を

持っていることを、今回の結果は示唆する。 
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５．ディスカッション 

本稿では、世帯構成の変化、―具体的には、非婚化・晩婚化、同類婚、夫の収入と女性

の就業率、三世代同居―に関する先行研究を展望し、理論を整理し、日本の現状を明らか

にした。 

非婚化、晩婚化は進んでいるが、国立社会保障・人口問題研究所（2017）によると、結

婚したい人は約９割と 30 年間でほとんど変わっていない。いずれ結婚するつもりの男性

は、1987 年には 91.8%であったが、2015 年でも 85.7%、いずれ結婚するつもりの女性は、

1987 年の 92.9%から、2015 年は 89.3%とわずかな下げ幅にとどまっている。つまり、結婚

意思の低下が非婚化を牽引しているわけではない。一方で、女性が結婚相手に求めるもの

が「経済力」であるという傾向は変わらないか、むしろ増加する傾向にある（Brinton et al. 

（2021）；国立社会保障・人口問題研究所 2017）。これは、賃金格差が拡大する中で当然の

ことである。更に、女性が結婚相手に求めるものは、家事・育児の能力、職業、仕事への

理解など、以前より多様化し、結婚相手に求めるものが増えている。Bertrand et al.（2015）

によると、妻の収入の方が高い夫婦では、夫婦双方の幸福感が低く、離婚率が高い。日本

でも、男性に経済力を求める価値観は変わらないまま、この 30 年間、男性の平均的な賃金

は下落した。また、女性は結婚相手に、家事・育児の能力を求めているにもかかわらず、

家庭内家事分担は現実にはあまり変わっていない（筒井 2014）。その結果、非婚化が、収

入の少ない男性により顕著に表れている。 

過去 40 年間、引退後の高齢者の個人所得、個人所得格差には大きな変化がない一方、三

世代同居の急減、単身高齢世帯の増加により、等価所得は減少し、等価所得格差は拡大し

た。しかし、この傾向がこのまま続くかどうかは注視が必要である。米国では、近年、一

人親の増加や子ども世代の収入が少ない世帯で、実質的に、親世代の社会保険で孫世代を

養うために三世代同居は増加傾向にある。また、単身高齢者の体調変化、特殊詐欺被害、

ゴミ屋敷、空き家増などのリスク低減のために、地方自治体が、三世代同居へ建築費補助、

大家族写真コンテスト、60 歳代の婚活支援などの支援に乗り出したことも報じられている

（日本経済新聞 2022 年 1 月 29 日朝刊総合２面「高齢独居、山形が対策先行」）。 

働く世代では年齢、所得面の同類婚が増えている。ダグラス＝有沢の法則は、依然、強

固に観察されるが、近年、その傾向は若干弱まっている。個人所得格差は横ばい、または、

若干縮小傾向である。一方、等価所得格差は、1990 年代以降、拡大が続いている。高所得

層の 1990 年代の等価所得減少は高所得夫の妻の就業率がそれほど伸びなかったことで、

2000 年代の等価所得増加は高所得夫の妻の就業率が大きく上昇したことで説明できる。女

性が、結婚相手に、経済力を求める傾向は変わっていないことが、同類婚や非婚化・晩婚

化の傾向に更に拍車をかけた。かつては、高所得の夫と専業主婦の妻という組み合わせが

多かったために平等化装置として機能していた結婚が、現在では、非婚化・晩婚化と、ダ

グラス＝有沢の法則の弱まりで格差拡大の機能さえ持ってしまっているのである。このよ
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うに、働く世代でも、高齢世帯でも、家族による共助を期待できなくなっている。 
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